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Ⅰ．本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 60 回サステナビリテ

ィ基準委員会（2025 年 12 月 11 日開催）において、「地球温暖化対策の推進に関する法

律」（平成 10 年法律第 117 号）（以下「温対法」という。）における「温室効果ガス排

出量の算定・報告・公表制度」（以下「SHK 制度」という。）の定める方法により測定し

報告する温室効果ガス排出を用いてサステナビリティ開示テーマ別基準第 2 号「気候関

連開示基準」（以下「『気候基準』」という。）の定めに従う場合の開示について、実務

上の取扱いの明確化を図るために、基準開発を行うことを決定した。 

2. 当委員会は、2026 年 1 月 22 日に、次の公開草案を公表した。 

(1) サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第 1 号 

「温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を

用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」（以下「本公開草案」

という。） 

3. 本公開草案のコメント期間は 2026 年 3 月 25 日までであり、この期限までに、本公開草

案に対して 9 通のコメントが寄せられた1。寄せられたコメントへの対応については、審

議事項(2)-2 にてお示ししている。 

4. 本資料は、デュー・プロセスの観点から、公開草案を再度公表する必要性の有無等につい

て検討することを目的としている。 

Ⅱ．公開草案を再度公表することの必要性 

適正手続規則 

5. 公益財団法人財務会計基準機構「サステナビリティ開示基準の開発に係る適正手続に関

する規則」第 19 条第 5 項では、以下のとおり記載されている（文中の「委員会」とは、

 
1 本公開草案に対して寄せられたコメントは、当委員会の以下のホームページに全文掲載している。 

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/exposure_draft/y2026_practical/2026-

0122/comment.html 
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「サステナビリティ基準委員会」を指す。また、文中の「サステナビリティ開示基準等」

とは、「サステナビリティ開示基準及びその実務上の取扱いに関する指針」を指す。）。 

サステナビリティ開示基準等を公表する前に、公開草案を再度公表する必要性がないか

否かを、委員会において検討する。 

6. このため、本公開草案の公表以後に修正した項目について、公開草案を再度公表する必

要性の有無を検討する必要がある。 

本公開草案の公表 

7. 当委員会は、2025 年 12 月 11 日に開催された第 60 回サステナビリティ基準委員会にお

いて、温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を

用いて気候基準の定めに従う場合の開示について、その取扱いについて実務上の解釈が

分かれていることが指摘されていることから、明確化を図るために、サステナビリティ

開示実務対応基準の開発について、新規テーマとして取り上げることを決定した。その

後、当委員会での審議を経て、2026 年 1 月 22 日に本公開草案を公表した。 

本公開草案に寄せられたコメントを踏まえた対応 

8. 本公開草案に寄せられたコメントを踏まえ、当委員会において審議を行った結果、サス

テナビリティ開示実務対応基準第 1 号「温対法における SHK 制度の定める方法により測

定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の開示」の文案

（以下「文案」という。）において、主に次の点について明確化を行っている。 

(1) 温対法における SHK 制度以外の「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法への適

用 

① 企業が「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択し、温対法における SHK

制度以外の法域の当局又は企業が上場する取引所が要求する方法を用いて「気

候基準」に従った開示を行う場合は、個別に判断する必要がある旨を明確にする。

（文案 BC9 項） 

(2) 「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択するにあたっての判断 

① 「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択するにあたっての判断について

明確にする。（文案 BC11 項及び BC12 項） 

(3) 温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出を用

いる場合の判断 
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① 温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出

を用いる場合の「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択するにあたって

の判断を示す。（文案 BC13 項から BC14 項） 

② 温対法における SHK 制度の定める方法により測定し報告する温室効果ガス排出

を用いて「気候基準」の定めに従う場合は追加の調整（期間調整を除く。）が不

要である旨を明確にする。（文案第 7 項、BC15 項及び BC16 項） 

(4) スコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス排出のいずれか又は両方

への適用 

① 本公開草案の定めをスコープ 1 温室効果ガス排出及びスコープ 2 温室効果ガス

排出のいずれか又は両方に適用することができることを明確にする。（文案第 7

項、BC33 項及び BC34 項） 

② スコープ 1 温室効果ガス排出又はスコープ 2 温室効果ガス排出のいずれかにつ

いて、「気候基準」第 49 項ただし書きの取扱いを選択する場合、「気候基準」

第 62 項が要求する「GHG プロトコル（2004 年）」とは異なる方法を用いて温室

効果ガス排出を測定する場合の開示において、スコープ 1 温室効果ガス排出又

はスコープ 2 温室効果ガス排出のいずれに適用しているかを開示することとす

る。（文案第 8 項及び BC35 項） 

9. また、本公開草案に寄せられたコメントを踏まえ、当委員会において審議を行った結果、

主に次の点については本公開草案を変更しないこととした。 

(1) サステナビリティ開示実務対応基準として開発することの適切性 

① 本公開草案の内容は、サステナビリティ開示実務対応基準ではなく、サステナビ

リティ開示テーマ別基準である「気候基準」の付則として規定すべきであるとの

コメントが寄せられた。 

 ここで、サステナビリティ開示ユニバーサル基準、サステナビリティ開示テー

マ別基準、及びサステナビリティ開示産業別基準は、IFRS サステナビリティ開

示基準に対応するサステナビリティ開示基準として開発することを想定し、そ

れ以外の内容について一定の開示の定める場合は、サステナビリティ開示実務

対応基準として開発することを想定している。この点、我が国固有の制度が定め

る温室効果ガス排出の測定方法を用いて、気候基準の定めに従う場合の実務上

の取扱いに関する指針を定めるものであることから、サステナビリティ開示実

務対応基準として開発することとした。 
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公開草案を再度公表することの必要性に関する検討 

10. 本資料第 8 項については、いずれも、寄せられたコメントを踏まえ、内容の明確化を図

るものである。本公開草案の提案内容を変更するものではないため、今後、公開草案を公

表したとしても、当委員会における審議事項に含まれていない、新たな論点となり得る

新しい事実等が識別される可能性は低いと考えられる。したがって、これらの論点につ

いて、公開草案を再度公表する必要性はないものと考えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

公開草案を再度公表する必要性の有無等に関する事務局の分析について、ご質問やご意

見があればいただきたい。 

 

以 上 


